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ＧＸとは
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ＧＸ推進法
＝ 脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律



GX推進機構：北海道デスク

NEDO：北海道NEDOデスク
JOGMEC：洋上風力調査北海道

連絡事務所

✓ 洋上風力サイト調査

✓ 地元自治体等との関係構築 など

✓ GX関連プロジェクト発掘

✓ 次世代半導体支援

✓ スタートアップ育成 など

✓ GX投資の推進

✓ 情報収集・発信

✓ 案件発掘 など

北海道経済産業局でのGX推進

北海道経済産業局

ＧＸ推進チーム（38名）
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経済産業省

資源エネルギー庁

中小企業庁



2040年度におけるエネルギー需給の見通し
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2023年度
（確報値）

2040年度
（見通し）

エネルギー自給率 15.3% 3～４割程度

発電電力量 9877億kWh
1.1～1.2兆
kWh程度

電源構成
再エネ 22.9％ 4～5割程度

太陽光 9.8％ 23～29％程度

風力 1.1％ 4～8％程度

水力 7.6％ 8～10%程度

地熱 0.3％ 1～2％程度

バイオマス 4.1％ 5～6％程度

原子力 8.5％ ２割程度

火力 68.6％ ３～４割程度

最終エネルギー消費量 3.0億kL 2.6～2.7億kL程度

温室効果ガス削減割合
（2013年度比）

27.1％ 73％

（参考）新たなエネルギー需給見通しでは、2040年度73％削減実現に至る場合に加え、実現に至らないシナリオ（61％削減）も参考値として提示。 73％削
減に至る場合の2040年度における天然ガスの一次エネルギー供給量は5300～6100万トン程度だが、61%削減シナリオでは7400万トン程度の見通し。



原子力発電所の現状
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石狩湾新港洋上風力プロジェクト

・2024年1月 運転開始

[発電事業者] 合同会社グリーンパワー石狩

（(株)JERAと(株) GPIによる特別目的会社）

[出力規模] 11.2万kW

[風車基数] 8MW×14基

[風車メーカー] シーメンス

港湾内（港湾法に基づく事業）

南幌町

長沼町
北広島市

札幌市

小樽市

恵庭市

新篠津村

江別市

当別町

石狩市

苫小牧市

千歳市

余市町

古平町

泊村

倶知安町

喜茂別町

留寿都村

真狩村
ニセコ町

豊浦町

黒松内町

長万部町

今金町

八雲町

乙部町

江差町

上ノ国町

松前町

福島町

知内町

厚沢部町

森町

七飯町

函館市

鹿部町

北斗市

木古内町

島牧村

せたな町

蘭越町

伊達市

伊達市

壮瞥町

洞爺湖町

白老町

登別市

室蘭市

京極町

岩内町

神恵内村

積丹町

仁木町

赤井川村

寿都町

共和町

一般海域（再エネ海域利用法に基づく事業）

②岩宇・南後志地区沖【56~71万kW】

・2023年5月 有望区域に整理

・2024年7月 第1回法定協議会

・2024年11月 第2回法定協議会

④檜山沖【91~114万kW】

・2023年5月 有望区域に整理

・2023年12月 第1回法定協議会

・2024年7月 第2回法定協議会

・2024年11月 第3回法定協議会

・2025年３月 第4回法定協議会

・2025年7月30日 促進区域指定 

⑤松前沖【25~32万kW】

・2023年5月 有望区域に整理

・2023年11月 第1回法定協議会

・2024年3月 第2回法定協議会

・2024年7月 第3回法定協議会

・2025年7月30日 促進区域指定 

①石狩市沖【91~114万kW】

・2023年5月 有望区域に整理

・ 2026年2月 第１回法定協議会

③島牧沖【44~56万kW】

・2023年5月 有望区域に整理

・第１回法定協議会は現時点で未開催

最大高
196m

最大高
147m

東京都庁

高さ243m

シーメンス8MW
【石狩】

ベスタス4.2MW
【秋田】

とりまとめ

とりまとめ

北海道初の促進区域指定

北海道内の洋上風力発電の全体像
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1 km

★ ★

CO2回収
北海道電力 苫東厚真発電所

＜凡例＞
青実線・・・CO2パイプライン
緑実線・・・CO2試掘井(地上から
海底下へ斜めに掘削)

CO2回収
出光興産 北海道製油所

◎

試掘区域
※試掘区域は、赤枠のエリアの
直 下 の 深 度 300m ～
2,500mの区域（CCS大規
模実証試験のCO2貯留エリ
ア（※）を除く。）

（※）
輸送・貯留
JAPEX

2025年
2/21～5/21 特定区域指定・公表

事業者公募

6/5～9/5 知事協議

6/27～7/28 公衆縦覧

9/17 試掘の許可

2026年度以降 投資決定・貯留許可

2030年度以降 貯留開始

＜スケジュール＞

苫小牧市沖におけるCCS事業
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2025年度のＧＸに係る取組（その他）
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（１）水素
→ アンモニア受入施設の支援（価格差支援、その他）
→ 各水素製造プロジェクト（豊富町、三笠市他）

（２）省エネ
→ 省エネ支援パッケージの公表（補助率引上げ、新設支援等）

（３）地熱
→ 地熱開発官の設置、JOGMECによる支援体制の強化



GX戦略地域制度
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「地域未来戦略」で取り組む内容

地域未来戦略

（所信演説）“地域を超えたビジネス展開を図る中堅企業を支援し、大胆な投資促進策とインフラ整備を一体的に講ずることで、地方に大規模な投資を呼び込み、地域ごとに
産業クラスターを戦略的に形成していくことで、「地域未来戦略」を推進します。”

地域ごとに産業クラスターを戦略的に形成するとともに、地場産業の付加価値向上と販路開拓を強力に支援

地域ごとに戦略産業クラスター計画を策定
※日本成長戦略会議で挙げた戦略分野を中心に、地域のコミットメントを得ながら、知事とも連携し策定。

知事主導で
各都道府県における地場産業の成長プランを策定

○中堅・中小企業の投資・ビジネス展開
・中堅・中小等の大規模設備投資への支援
・地域経済全体を底上げする100億企業の創出
・地域を支える中小・小規模事業者の持続的な発展に
向けた支援
・地域波及効果の高い企業への重点支援

○地域イノベーション支援
・地方大学発、高専発スタートアップの創出・成長支援
・地方大学や産総研の産官学連携拠点整備

○人材育成・確保支援
・大企業人材の活用促進（レビキャリ等）
・地域一体での人材育成・確保

○産業用地の確保促進（集積立地の促進）
・産業用地整備に関する金融措置等の検討
・規制見直し（緑地規制、工業用水等）に係る検討

○エッセンシャルサービスの維持向上
・産業の担い手の確保のため､生活関連サービス供給の
持続化の支援枠組みの創設を検討

○成長投資の促進
・成長投資促進策の検討
【日本成長戦略会議で議論】
※別の会議体を中心に検討される予定。

○GX産業立地
・「GX戦略地域」を選定し、
支援と規制・制度改革を
一体的に措置
【GX実行会議WGで議論】

○投資と一体での関連インフラ整備・人材育成
・地域毎の投資・インフラ・人材需要を可視化し、必要な措置を検討

国内投資・立地促進に向け法制的な措置を検討

①成長投資促進策と一体のインフラ整備 ②地域産業のエコシステム形成

（出典：12/4の第1回地域未来戦略本部資料を北海道経済産業局で一部加工） 9



10

（５）危機管理投資：エネルギー・資源安全保障、脱炭素・ＧＸ

（エネルギー・資源安全保障）

エネルギーは、国民生活及び国内産業の基盤であり、立地競争力強化のためにも、安定的で安価な供給が不可欠です。

エネルギー安全保障の観点からは、省エネ技術の活用を進めるとともに、国産エネルギーを確保することが重要です。地域の理解や環境への配慮

を前提に、サプライチェーンの強靱性確保を図りながら、脱炭素電源を最大限活用します。

原子力規制委員会により安全性が確認された原子炉の再稼働加速に向け、官民を挙げて取り組みます。廃炉を決定した原子力発電所を有す

る事業者の原子力発電所のサイト内での建て替えに向け、次世代革新炉の開発・設置についても具体化を進めます。

再生可能エネルギーについては、同盟国・同志国と連携しつつ、ペロブスカイト太陽電池や次世代型地熱発電設備に係るサプライチェーンを国内

に構築します。

一方で、脱炭素電源の導入が自然環境を損なったり、サプライチェーン上のリスクとなったりしては、本末転倒です。特に、太陽光発電については、

設置に当たっての安全性確認規制や環境アセスメントの強化、発電に係る支援制度の見直し、パネル廃棄に当たってのリサイクル制度の創設

など、一連の規制・制度の導入及び適正化を進めます。

そして、世界に先駆けたフュージョンエネルギーの早期社会実装を目指します。また、水素社会の実現並びに資源開発及び資源循環の取組を加

速します。特に、南鳥島周辺海域の海底のレアアース資源の活用に向け、取組を急ぎます。

（脱炭素・ＧＸ）

世界共通の課題である気候変動に対し、危機管理投資の観点から大胆なＧＸ投資を進め、脱炭素を成長につなげていきます。

特に、ＧＸ型の産業集積やワット・ビット連携を促進し、新たな産業クラスターを形成していきます。

また、アジア・ゼロエミッション共同体（ＡＺＥＣ）を通じ、アジアにおける脱炭素化に貢献するとともに、アジアの成長力を取り込んでいきます。

第２２１回国会における高市内閣総理大臣施政方針演説
（令和８年２月２０日閣議決定）【抜粋】



今後の課題
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（１）洋上風力の実現 → 入札、コスト

（２）電力送配電ネットワーク → 投資、収益性

（３）ＦＩＴ／ＦＩＰ → 終了後、自立化

（４）アイディアの横展開 → 広報、ネットワーキング

（５）人材育成 → 処遇の改善、学力？／体力？
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参考資料



（出典：総合エネルギー調査会 省エネルギー・新エネルギー分科会／電力・ガス事業分科会 再生可能エネルギー大量導入・次世代電力ネットワーク小委員会（第78回）） 13

【参考】



【参考】GX地方創生シンポジウムの開催（参加者：計350名）
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⚫ 北海道では、家庭部門のエネルギー消費が他地域に比べてく、一般住民に向けた継続的な政策の普及啓発が重要であ
ることから、自治体と連携した展示ブーズ等で一般住民向けに省エネをPRする普及啓発事業を実施。

⚫ 資源エネルギー庁では、エネルギー教育事業の一環として、全国の小学校4～6年生を対象に「わたしたちのくらしとエネル
ギー」かべ新聞コンテストを実施。今年度、北海道からは最優秀賞（経済産業大臣賞）をはじめ16作品が入賞、3校が
学校賞を受賞。

経済産業大臣賞
新時代バイオマス新聞 

札幌市立新琴似北小学校

経済産業大臣賞
水素で目指すエネルギービジョン新聞 

札幌市立桑園小学校当局の展示ブース出展

【参考】普及啓発、エネルギー教育

15
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事業名 事業・支援内容 対 象 担 当

設備投資

GX戦略地域
（脱炭素電源地域貢献型）

高付加価値な製品を製造する事業者又はデータセンター事業者について、(Ⅰ)脱炭素電力の100％活用、(Ⅱ)
使用する脱炭素電源立地地域への貢献を満たす場合の設備投資を支援

企業 資エ環課等

省エネ・非化石転換補助金
工場・事業場において実施されるエネルギー消費効率の高い設備への更新を支援。トップ性能枠では新設も太陽
に追加。水素対応設備への改造等を補助対象に追加。

企業 エネ対課

ものづくり補助金
（製品・サービス高付加価値化枠）

GXに資する革新的な新製品・新サービスの開発を行う事業のために必要な設備投資・システム構築等を支援 中小企業等 産技課

中小企業新事業進出補助金
既存事業と異なる事業への前向きな挑戦であって、GXを含めた新市場・高付加価値事業への進出等に意欲を有
する中小企業等の挑戦を支援

中小企業等 経支課

中小企業成長加速化補助金 売上高100億円超の飛躍的成長を目指す中小企業の大胆な設備投資を支援 中小企業等 未来室

中堅・中小・スタートアップ企業の賃上げに向け

た省力化等の大規模成長投資補助金
省力化等による労働生産性の抜本的な向上と事業規模の拡大を図るために行う工場等の拠点新設 や
大規模な設備投資を支援 中小企業等 未来室

省エネ診断

省エネ診断・伴走支援
中小企業等の工場・ビル等に専門家を派遣して、希望に沿った工場･事業所全体や設備単位のエネルギー管理
状況の診断、計測機器を用いたエネルギー使用状況の見える化・分析し、運用改善や設備投資等の提案を実施

中小企業等 エネ対課

エネルギー利用最適化診断事業
中小企業等の工場・ビル等に専門家を派遣して、事業所全体における設備の運用改善や高効率設備への更新と
いった省エネ提案に加えて再エネ導入の提案を実施

中小企業等 エネ対課

研究開発
成長型中小企業等研究開発支援事
業（Go-Tech事業）

中小企業のものづくり基盤技術及びサービスの高度化を通じて、中小企業等が大学・公設試等と連携して行う、事
業化につながる可能性の高い環境・エネルギー分野を含む研究開発等及び事業化に向けた取組を２年間又は３
年間支援

中小企業
大学・公設試等

産技課

税制等

北海道GX地域未来投資促進基本計
画による支援措置

同意された基本計画に基づき、事業者が「地域経済牽引事業計画」を作成し、道から承認を受けると、様々な支
援策（税制・金融・規制の特例措置等）を受けることが可能

中小企業等 未来室

CN投資促進税制 生産工程等の脱炭素化と付加価値向上を両立する設備の導入支援 企業等 環資課

大胆な投資促進税制
国内投資の拡大を通じて、日本企業の「稼ぐ力」を向上させ、賃上げを含めた好循環を形成するため、高付加価
値化のための大胆な設備投資を促進

企業 地経課

J-クレジット 省エネ・再エネ設備の導入や森林管理等による温室効果ガスの排出削減・吸収量をクレジットとして認証 企業、自治体 環資課

資エ環課：資源エネルギー環境課 エネ対課：エネルギー対策課 環資課：環境資源・循環経済課
産振課：産業振興課 経支課：経営支援課 地経課：地域経済課 産技課：産業技術革新課【参考】2026年度 GX関連予算・事業
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＜札幌市＞㈱鈴木商会
「北海道におけるアルミドロスのアルカリ処理による水素
製造及び副生物活用モデル調査」（2025FY）

水  素

＜苫小牧市＞石油資源開発㈱、出光興産㈱、
北海道電力㈱
「先進的CCS事業（苫小牧地域CCS事業）」
（2024FY～）

CCS

＜苫小牧市＞日本CCS調査㈱、エンジニアリング
協会、伊藤忠商事㈱、日本製鉄㈱
「CO2輸送に関する実証試験の研究開発」
（2021FY～）

＜豊富町＞エア・ウォーター㈱、戸田工業㈱
「原料天然ガス前処理システムおよび水素精製装置
の設計・製作、水素サプライチェーン構築」
（2023FY～）

＜鹿追町＞古河電気工業㈱
「化石燃料によらないグリーンなLPガス合成技術の
開発・実証」（2022FY～）

＜三笠市＞大日本ﾀﾞｲﾔｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ㈱、三笠市、室蘭
工業大学、エア・ウォーター㈱、カワテックス㈱
「三笠市H-UCGによるブルー水素サプライチェーン構
築実証事業」（2023FY～）

＜南幌町＞㈱トクヤマ
「太陽電池モジュールの低温熱分解法によるリサイ
クル技術開発」（2020FY～）

⚫促進地域：檜山沖、松前沖
⚫有望区域：石狩市沖、岩宇・南後志地区沖、島牧沖、
⚫準備区域：岩宇・南後志地区沖（浮体）、

 島牧沖（浮体）

洋上風力

海底直流送電

水  素

太陽電池

バイオマス

水  素

＜苫小牧市＞三井物産㈱、北海道電力㈱、UBE
三菱セメント㈱、東ソー㈱
アンモニアを米国から日本に供給。大部分を北電苫東
厚真火力発電所におけるアンモニア混焼に使用し、一
部を工場の燃料等に利用（2030FY～2055FY）

水  素
＜苫小牧市＞日揮㈱、㈱エネコートテクノロジー
ズ、苫小牧埠頭㈱
「設置自由度の高いペロブスカイト太陽電池の実用
化開発」（2021FY～）

CCS

太陽電池

＜稚内市＞豊田通商㈱、
㈱ユーラスエナジーホールディングス
「国内初の風力発電所直結型グリーンデータセン
ター事業」（2025FY～）

＜美唄市＞㈱雪屋媚山商店
「雪を中心としたサーキュラーエコノミー美唄ホワイト
データセンター構想」（2012FY～）

風 力

雪冷熱

＜室蘭市他＞室蘭市他
「室蘭・西胆振GX推進協議会」（2025FY～）

洋上

【参考】北海道におけるGXの取組事例
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